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   ＜改正後＞    ＜現 行＞ 
 

宮城県農業農村整備事業等用地調査等業務共通仕様書 
第１章 総  則 
 
（適用範囲） 
第１条 この宮城県農業農村整備事業等用地調査等業務共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）は、宮

城県が発注する農業農村整備事業（以下「県営事業」という。）の用に供する土地等の取得又は使用及びこ

れに伴う損失の補償に必要な権利調査、用地測量、登記資料収集整理等、建物等の調査、営業その他の調

査、消費税等調査、予備調査、移転工法案の検討、再算定業務、土地評価、補償説明、地盤変動影響調査

等、費用負担の説明、騒音等調査、事業認定申請図書等の作成、物件調書の作成、保安林解除等申請図書

等の作成、完了図書の作成、内水面漁業権等調査、阻害要因の調査及び処理方針の作成並びに写真台帳の

作成等の業務（以下「用地調査等業務」という。）の業務を実施する場合に適用するものとし、契約図書の

具体的内容及びその他の必要な事項を定め、もって契約の適正な履行と業務の円滑な執行を図るためのも

のである。 
 
（用語の定義） 
第２条 共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによるものとする。 
（１）「発注者」とは、知事若しくは地方機関の長をいう。 
（２）「受注者」とは、用地調査等業務の実施に関し、発注者と委託契約を締結した個人若しくは会社その

他の法人又は、法令の規定により認められたその一般承継人をいう。 
（３）～（８）〔「調査職員」以外読替無し〕 
（９）「契約書」とは、「建設工事に係る調査測量等の契約取扱について」の別紙委託契約書をいう。 
 
（10）～（26）〔「調査職員」以外読替無し〕 
（27）〔「電磁的記録」は適用除外〕 
（28）〔「情報共有システム」は適用除外〕 
（29）「書面」とは、手書き、印刷等の伝達物をいい、発行年月日を記録し、署名又は押印したものを有効

とする。緊急を要する場合は、ファクシミリ又は電子メールにより伝達できるものとするが、後日有効な

書面と差し換えるものとする 
  なお、電子納品を行う場合は、別途調査職員と協議する。 
（30）～（52）〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（用地調査等業務の施行の原則） 
第３条 〔「調査職員」以外読替無し〕 

 
宮城県農業農村整備事業等用地調査等業務共通仕様書 

第１章 総  則 
 
（適用範囲） 
第１条 この宮城県農業農村整備事業等用地調査等業務共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）は、宮

城県が発注する農業農村整備事業（以下「県営事業」という。）の用に供する土地等の取得又は使用及びこ

れに伴う損失の補償に必要な権利調査、用地測量、登記資料収集整理等、建物等の調査、営業その他の調

査、消費税等調査、予備調査、移転工法案の検討、再算定業務、土地評価、補償説明、地盤変動影響調査

等、費用負担の説明、騒音等調査、事業認定申請図書等の作成、物件調書の作成、保安林解除等申請図書

等の作成、完了図書の作成、内水面漁業権等調査、阻害要因の調査及び処理方針の作成並びに写真台帳の

作成等の業務（以下「用地調査等業務」という。）の業務を実施する場合に適用するものとし、契約図書の

具体的内容及びその他の必要な事項を定め、もって契約の適正な履行と業務の円滑な執行を図るためのも

のである。 
 
（用語の定義） 
第２条 共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによるものとする。 
（１）「発注者」とは、知事若しくは地方機関の長をいう。 
（２）「受注者」とは、用地調査等業務の実施に関し、発注者と委託契約を締結した個人若しくは会社その

他の法人又は、法令の規定により認められたその一般承継人をいう。 
（３）～（８）〔「調査職員」以外読替無し〕 
（９）「契約書」とは、「建設工事に係る調査測量等の契約取扱について」の別紙委託契約書をいう。 
 
（10）～（50）〔「調査職員」以外読替無し〕 
【新設】 
【新設】 
【読替追加】 
 
 
 
 
 
（用地調査等業務の施行の原則） 
第３条 〔「調査職員」以外読替無し〕 

宮城県農業農村整備事業等用地調査等業務共通仕様書の改定について（令和３年９月１７日付け農村第２３５号）読替規程新旧対照表 （下線の部分は改正部分） 
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（用地調査等業務の区分） 
第４条 この共通仕様書によって履行する用地調査等業務は、次の各号に定めるところにより行うものと

する。 
 （１）用地測量は、測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３３条第１項の規定に基づく宮城県農業農

村整備事業等測量作業規程（令和３年３月２日付け国国地第１３１号国土交通大臣変更承認。以下「測量

作業規程」という。）により行うものとし、この共通仕様書においては、用地測量の実施に当たって必要と

なる細目を定める。 
 （２）～（４） 〔読替無し〕 
 
（業務の着手）第５条～（調査職員）第７条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（管理技術者） 
第８条 受注者は、用地調査等業務における管理技術者を定め、建設関連業務の契約の手引に基づき、発

注者に提出しなければならない。 
２ 管理技術者は、契約図書等に基づき、業務の技術上の管理を行わければならない。 
３ 管理技術者は、用地調査等業務の履行に当たり､業務の主たる部門に関し７年以上の実務経験を有する

者、又は土地改良補償士（社団法人土地改良測量設計技術協会の土地改良補償士資格試験実施規程第６条

に基づく土地改良補償士資格登録名簿に登録されている者をいう。），土地改良補償業務管理者（土地改良

補償業務管理者試験実施規程第６条に基づく土地改良補償業務管理者等資格登録名簿に登録されている者

をいう。）の資格を有する者，若しくは業務の主たる部門に関する補償業務管理士（社団法人日本補償コン

サルタント協会の補償業務管理士研修及び検定試験実施規定第１４条に基づく補償業務管理士登録台帳に

登録されている者をいう。）の資格を有する者，あるいは発注者がこれらの者と同等の知識及び経験を有す

ると認めた者であり日本語に堪能（日本語通訳が確保できれば可）でなければならない。 
４～７ 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（照査技術者及び照査の実施） 
第９条 受注者は、用地調査業務等における照査技術者を定め、建設関連業務の契約の手引に基づき、発

注者に提出しなければならない。 
２ 照査技術者は、用地調査等業務の履行に当たり、発注者が管理技術者と同等の能力と経験を有すると

認めた者であり、日本語に堪能（日本語通訳が確保できれば可）でなければならない。 
３ 照査技術者は、照査計画を作成し、照査計画書に記載し、照査に関する事項を定めなければならない。 
４～７ 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（業務従事者の資格） 

 
（用地調査等業務の区分） 
第４条 この共通仕様書によって履行する用地調査等業務は、次の各号に定めるところにより行うものと

する。 
 （１）用地測量は、測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３３条第１項の規定に基づく宮城県農業農

村整備事業等測量作業規程（平成２８年７月５日付け国地第５４号国土交通大臣変更承認。以下「測量作

業規程」という。）により行うものとし、この共通仕様書においては、用地測量の実施に当たって必要とな

る細目を定める。 
 （２）～（４） 〔読替無し〕 
 
（業務の着手）第５条～（調査職員）第７条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（管理技術者） 
第８条 受注者は、用地調査等業務における管理技術者を定め、建設関連業務の契約の手引に基づき、発

注者に提出しなければならない。 
２ 管理技術者は、契約図書等に基づき、業務の技術上の管理を行わければならない。 
３ 管理技術者は、用地調査等業務の履行に当たり､業務の主たる部門に関し７年以上の実務経験を有する

者、又は土地改良補償士（社団法人土地改良測量設計技術協会の土地改良補償士資格試験実施規程第６条

に基づく土地改良補償士資格登録名簿に登録されている者をいう。），土地改良補償業務管理者（土地改良

補償業務管理者試験実施規程第６条に基づく土地改良補償業務管理者等資格登録名簿に登録されている者

をいう。）の資格を有する者，若しくは業務の主たる部門に関する補償業務管理士（社団法人日本補償コン

サルタント協会の補償業務管理士研修及び検定試験実施規定第１４条に基づく補償業務管理士登録台帳に

登録されている者をいう。）の資格を有する者，あるいは発注者がこれらの者と同等の知識及び経験を有す

ると認めた者であり日本語に堪能（日本語通訳が確保できれば可）でなければならない。 
４～７ 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（照査技術者及び照査の実施） 
第９条 受注者は、用地調査業務等における照査技術者を定め、建設関連業務の契約の手引に基づき、発

注者に提出しなければならない。 
２ 照査技術者は、用地調査等業務の履行に当たり、発注者が管理技術者と同等の能力と経験を有すると

認めた者であり、日本語に堪能（日本語通訳が確保できれば可）でなければならない。 
３ 照査技術者は、照査計画を作成し、照査計画書に記載し、照査に関する事項を定めなければならない。 
４～７ 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（業務従事者の資格） 



 - 3 - 

第１０条 〔読替無し〕 
２ 「別記２」において、土地改良補償士と総合補償部門に係る補償業務管理士は同等の能力を有する者

とする。 
３ 「別記２」において、土地改良補償業務管理者と補償業務管理士（該当する部門に限る）は同等の能

力を有する者とする。 
４ 受注者は、業務従事者を定める場合は、その氏名その他必要な事項を監督職員に提出するものとする

（管理技術者と兼務するものを除く。）。 
５ 業務従事者は、契約図書等に基づき、適正に業務を実施しなければならない。 
６ 業務従事者は、照査技術者を兼務することはできない。 
 
（提出書類） 
第１１条 受注者は、発注者が指定した様式により、契約締結後に関係書類を調査職員を経て発注者に遅

滞なく提出しなければならない。ただし、業務委託代金額（以下「委託料」という。）に係る請求書、請求

代金代理受領承諾書、遅延利息請求書、調査職員に関する措置請求に係る書類及びその他現場説明の際指

定した書類は除くものとする。 
２ 〔読替無し〕 
 
（業務実績情報システム（テクリス）への登録） 
第１２条 受注者は、契約時又は変更時において、契約金額が 100 万円以上の業務について、業務実績情

報システム（以下「テクリス」という。）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績情報として作成

した「登録のための確認のお願い」をテクリスから調査職員にメール送信し、調査職員の確認を受けた上

で、受注時は契約締結後、土曜日、日曜日、祝日等を除き 15日以内に、登録内容の変更時は変更があった

日から、土曜日、日曜日、祝日等を除き 15日以内に、完了時は業務完了後、土曜日、日曜日、祝日等を除

き 15 日以内に、訂正時は適宜、登録機関に登録申請しなければならない。なお、登録できる技術者は、

業務計画書に示した技術者とする（担当技術者の登録は 8名までとする。） 

 

 また、受注者は、契約時において、予定価格が 1,000 万円を超える競争入札により調達される建設コン

サルタント業務において調査基準価格を下回る金額で落札した場合、テクリスに業務実績情報を登録する

際は、「低価格入札である」にチェックをした上で、「登録のための確認のお願い」を作成し、調査職員の

確認を受けること。 

また、登録機関発行の「登録内容確認書」はテクリス登録時に調査職員にメール送信される。なお、変

更時と完了時の間が、土曜日、日曜日、祝日等を除き 15 日間に満たない場合は、変更時の登録申請を省

略できるものとする。 

また、本業務の完了後において訂正又は削除する場合においても同様に、テクリスから発注者にメール

送信し、速やかに発注者の確認を受けた上で、登録機関に登録申請しなければならない。 

 ただし、受注者が公益法人の場合はこの限りではない。 
 
（資料の貸与及び返却）第１３条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 

第１０条 〔読替無し〕 
２ 「別記２」において、土地改良補償士と総合補償部門に係る補償業務管理士は同等の能力を有する者

とする。 
３ 「別記２」において、土地改良補償業務管理者と補償業務管理士（該当する部門に限る）は同等の能

力を有する者とする。 
４～６ 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
 
 
 
（提出書類） 
第１１条 受注者は、発注者が指定した様式により、契約締結後に関係書類を調査職員を経て発注者に遅

滞なく提出しなければならない。ただし、業務委託代金額（以下「委託料」という。）に係る請求書、請求

代金代理受領承諾書、遅延利息請求書、調査職員に関する措置請求に係る書類及びその他現場説明の際指

定した書類は除くものとする。 
２ 〔読替無し〕 
 
（業務実績情報システム（テクリス）への登録） 
第１２条 受注者は、契約時または変更時において、契約金額が 100 万円以上の業務について、業務実績

情報システム（以下「テクリス」という。）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績情報として作

成した「登録のための確認のお願い」をテクリスから調査職員にメール送信し、調査職員の確認を受けた

上で、受注時は契約締結後、土曜日、日曜日、祝日等を除き 15日以内に、登録内容の変更時は変更があっ

た日から、土曜日、日曜日、祝日等を除き 15日以内に、完了時は業務完了後、土曜日、日曜日、祝日等を

除き 15 日以内に、訂正時は適宜、登録機関に登録申請しなければならない。なお、登録できる技術者は、

業務計画書に示した技術者とする（担当技術者の登録は 8名までとする。） 

 

 また、受注者は、契約時において、予定価格が 1,000 万円を超える競争入札により調達される建設コン

サルタント業務において調査基準価格を下回る金額で落札した場合、テクリスに業務実績情報を登録する

際は、「低価格入札である」にチェックをした上で、「登録のための確認のお願い」を作成し、調査職員の

確認を受けること。 

また、登録機関発行の「登録内容確認書」はテクリス登録時に調査職員にメール送信される。なお、変

更時と完了時の間が、土曜日、日曜日、祝日等を除き 15 日間に満たない場合は、変更時の登録申請を省略

できるものとする。 

また、本業務の完了後において訂正または削除する場合においても同様に、テクリスから発注者にメー

ル送信し、速やかに発注者の確認を受けた上で、登録機関に登録申請しなければならない。 

 ただし、受注者が公益法人の場合はこの限りではない。 
 
（資料の貸与及び返却）第１３条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
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（関係官公庁への手続等）第１４条～（成果物の検証）第１６条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（成果物の提出） 
第１７条 受注者は、用地調査等業務が完了した場合には、設計図書に示す成果物を業務完了報告書とと

もに提出し、検査を受けるものとする。 
２ 〔「調査職員」以外読替無し〕 
３ 成果物は、「設計業務の電子納品要領（案）」、「測量成果電子納品要領（案）」に基づいて作成した電子

データにより提出することができる。 
 
（関連法令及び条例の遵守） 
第１８条 〔読替無し〕 
 
（検  査） 
第１９条 受注者は、契約書第３２条第１項の規定に基づき、業務完了報告書を発注者に提出する際には、

契約図書により義務付けられた資料の整備が全て完了し、調査職員に提出していなければならない。 
２、３ 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（修  補）第２０条〔読替無し〕 
 
（条件変更等） 
第２１条 〔読替無し〕 

 
 

２ 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（契約変更） 
第２２条 発注者は、次の各号に掲げる場合において、用地調査等業務の委託契約の変更を行うものとす

る。 
 （１）業務内容の変更により委託料に変更を生じる場合 
 （２）履行期間の変更を行う場合 
 （３）調査職員と受注者が協議し、用地調査等業務の施行上必要があると認められる場合 
 （４）契約書第３１条の規定に基づき、委託料の変更に代える設計図書の変更を行う場合 
２ 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（履行期間の変更） 

（関係官公庁への手続等）第１４条～（成果物の検証）第１６条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（成果物の提出） 
第１７条 受注者は、用地調査等業務が完了した場合には、設計図書に示す成果物を業務完了報告書とと

もに提出し、検査を受けるものとする。 
２ 〔「調査職員」以外読替無し〕 
３ 成果物は、「設計業務の電子納品要領（案）」、「測量成果電子納品要領（案）」に基づいて作成した電子

データにより提出することができる。 
 
（関連法令及び条例の遵守） 
第１８条 〔読替無し〕 
 
（検  査） 
第１９条 受注者は、契約書第３２条第１項の規定に基づき、業務完了報告書を発注者に提出する際には、

契約図書により義務付けられた資料の整備が全て完了し、調査職員に提出していなければならない。 
２ 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（修  補）第２０条〔読替無し〕 
 
（条件変更等） 
第２１条 契約書第１８条第１項第５号に規定する「予期することのできない特別な状態」とは、 
 契約書第３０条第１項に規定する天災その他の不可抗力による場合のほか、発注者と受注者が協議し、

当該規定に適合すると判断した場合とする。 
２ 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（契約変更） 
第２２条 発注者は、次の各号に掲げる場合において、用地調査等業務の委託契約の変更を行うものとす

る。 
 （１）業務内容の変更により委託料に変更を生じる場合 
 （２）履行期間の変更を行う場合 
 （３）調査職員と受注者が協議し、用地調査等業務の施行上必要があると認められる場合 
 （４）契約書第３１条の規定に基づき、委託料の変更に代える設計図書の変更を行う場合 
２ 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（履行期間の変更） 
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第２３条 〔読替無し〕 
 
 
 
 
 
 
（業務の中止） 
第２４条 発注者は、契約書第２０条第１項の規定により、次の各号に該当する場合には、受注者に通知

し、必要と認める期間、用地調査等業務の全部又は一部を一時中止させるものとする。 
なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他自然的又は人為的な事

象（以下「天災等という。」）による用地調査等業務の中断については、第３３条に定めるところにより、

受注者は、適切に対応しなければならない。 
（１）～（６）〔「調査職員」以外読替無し〕 

２～３〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（発注者の賠償責任） 
第２５条 〔読替無し〕 
 
 
 
 
（受注者の賠償責任） 
第２６条 受注者は、以下の各号に該当する場合には、損害の賠償を行わなければならない。 
 （１）〔読替無し〕 
 
 （２）契約書第４４条に規定する契約不適合責任に係る損害が生じた場合 
 （３）〔読替無し〕 
 
（部分使用） 
第２７条 発注者は、次の各号に掲げる場合には、契約書第３８条の規定に基づき、受注者に対して部分

使用を請求することができるものとする。 
  （１）～（２）〔読替無し〕 
２ 〔読替無し〕 
 

第２３条 ～２ 〔読替無し〕 
３ 受注者は、契約書第２３条の規定に基づき、履行期問の延長が必要と判断した場合には、履行期間の

延長理由、必要とする延長目数の算定根拠、変更工程表その他必要な資料を発注者に提出しなければなら

ない。 
４ 契約書第２４条に基づき発注者の請求により履行期間を短縮した場合には、受注者は、速やかに業務

工程表を修正し提出しなければならない。 
 
（業務の中止） 
第２４条 発注者は、契約書第２０条第１項の規定により、次の各号に該当する場合には、受注者に通知

し、必要と認める期間、用地調査等業務の全部又は一部を一時中止させるものとする。 
なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他自然的又は人為的な事

象（以下「天災等という。」）による用地調査等業務の中断については、第３３条に定めるところにより、

受注者は、適切に対応しなければならない。 
（１）～（６）〔「調査職員」以外読替無し〕 

２～３〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（発注者の賠償責任） 
第２５条 受注者は、以下の各号に該当する場合には、損害の賠償を行うものとする。 
 （１）契約書第２８条に規定する一般的損害、契約書第２９条に規定する第三者に及ぼした損害につい

て、発注者の責に帰すべき損害とされた場合 
 （２）〔読替無し〕 
 
（受注者の賠償責任） 
第２６条 受注者は、以下の各号に該当する場合には、損害の賠償を行わなければならない。 
 （１）契約書第２８条に規定する一般的損害、契約書第２９条に規定する第三者に及ぼした損害につい

て、受注者の責に帰すべき損害とされた場合 
 （２）契約書第４４条に規定する契約不適合責任に係る損害が生じた場合 
 （３）〔読替無し〕 
 
（部分使用） 
第２７条 発注者は、次の各号に掲げる場合には、契約書第３８条の規定に基づき、受注者に対して部分

使用を請求することができるものとする。 
  （１）～（２）〔読替無し〕 
２ 〔読替無し〕 
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（再委託） 
第２８条～３〔読替無し〕 
４ 農林水産省地方農政局を宮城県に読み替える。 
５ 〔読替無し〕 
 
（成果物の使用等）第２９条、（守秘義務）第３０条 〔読替無し〕 
 
（安全等の確保） 
第３１条 読替無し 
２ 特別仕様書を特記仕様書に読み替える。 
３～８ 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（臨機の措置）第３２条～（個人情報の取扱い）第３５条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（行政情報流出防止対策の強化） 
第３６条 作業計画書を業務計画書に読み替える 
 
（保険加入の義務）第３７条、（調査・試験に対する協力）第３８条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第２章 用地調査等業務の基本的処理 
 
第１節 用地調査等業務の実施手続き 
 
（打合せ等）第３９条～（現地路査）第４０条〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（作業計画書） 
第４１条 作業計画書を業務計画書に読み替える 
 
【削除】 
 
 
（土地への立入り等） 
第４２条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（算定資料） 

（再委託） 
第２８条～３〔読替無し〕 
４ 農林水産省地方農政局を宮城県に読み替える。 
５ 〔読替無し〕 
 
（成果物の使用等）第２９条、（守秘義務）第３０条 〔読替無し〕 
 
（安全等の確保） 
第３１条 読替無し 
２ 特別仕様書を特記仕様書に読み替える。 
３～８ 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（臨機の措置）第３２条～（個人情報の取扱い）第３５条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（行政情報流出防止対策の強化） 
第３６条 作業計画書を業務計画書に読み替える 
 
（保険加入の義務）第３７条、（調査・試験に対する協力）第３８条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第２章 用地調査等業務の基本的処理 
 
第１節 用地調査等業務の実施手続 
 
（打合せ等）第３９条～（現地路査）第４０条〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（作業計画書） 
第４１条 作業計画書を業務計画書に読み替える 
 
（監督職員への進捗状況の報告） 
第４２条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（土地への立入り等） 
第４３条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（算定資料） 
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第４３条 直轄事業を県営事業に読み替える。 
 
                                第２節 数量等の処理 
 
（建物等の計測）第４４条～（補償額等の端数処理）第４８条 〔読替無し〕 
 
第３章 権利調査 
 
第１節 調  査 
 
（権利調査）第４９条～（土地利用履歴等の調査）第５５条〔「調査職員」以外読替無し〕  
 
第２節 調査書等の作成 
 
（転写連続地図の作成）第５６条、（調査書の作成）第５７条 〔読替無し〕 
 
第４章 用地測量 
 
第１節 境界確認 
 
（公共用地境界の打合せ）第５８条～（境界立会い）第６３条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第２節 境界測量 
 
（用地測量の基準点）第６４条～（用地境界仮杭の設置）第６６条 〔「調査職員」以外読替無し〕。 
 
                              第３節 面積計算の範囲 
 
（面積計算の範囲）第６７条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
                            第４節 用地実測図等の作成 
 
（用地実測図等の作成）第６８条～（予定分筆）第７０条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（用地境界杭の設置） 

第４４条 直轄事業を県営事業に読み替える。 
 
                                第２節 数量等の処理 
 
（建物等の計測）第４５条～（補償額等の端数処理）第４９条 〔読替無し〕 
 
第３章 権利調査 
 
第１節 調  査 
 
（権利調査）第５０条～（土地利用履歴等の調査）第５６条〔「調査職員」以外読替無し〕  
 
第２節 調査書等の作成 
 
（転写連続地図の作成）第５７条、（調査書の作成）第５８条 〔読替無し〕 
 
第４章 用地測量 
 
第１節 境界確認 
 
（公共用地境界の打合せ）第５９条～（境界立会い）第６４条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第２節 境界測量 
 
（用地測量の基準点）第６５条～（用地境界仮杭の設置）第６７条 〔「調査職員」以外読替無し〕。 
 
                              第３節 面積計算の範囲 
 
（面積計算の範囲）第６８条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
                            第４節 用地実測図等の作成 
 
（用地実測図等の作成）第６９条～（予定分筆）第７１条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
（用地境界杭の設置） 
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第７１条 取得又は権利等を設定した土地の境界を明らかにするため、土地改良法施行令（昭和２４年政

令第２９５号）第６７条、土地改良財産取扱規則（昭和３４年６月１９日農林省訓令第２３号）第２４条

の２、「別記３」境界標識の様式及び設置要領に基づき用地境界杭を設置するものとする。 
なお、調査職員の指示により、境界杭の長さが 100ｃｍ以内の杭及び金属鋲等を使用することができるも

のとする。 
２ 前項により用地境界杭を設置したときは、「用地境界標識設置図」及び「境界杭設置調書」を作成する

ものとする。 
 
第５章 登記資料収集整理等 
 
（登記資料収集整理）第７２条～（責  務）第７５条〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第６章 建物等の調査 
 
第１節 調 査 
 
（建物等の調査）第７６条～（石綿）第８８条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第２節 調査書等の作成 
 
（建物等の配置図の作成）第８９条～（石綿）第１００条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第３節 算  定 
 
（移転先の検討）第１０１条～（立竹木等）第１１２条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第７章 営業その他の調査 
 
第１節 調  査 
 
（営業その他の調査）第１１３条～（動産に関する調査）第１１６条 〔読替無し〕 
 
                                第２節 調査書の作成 
 
（調査書の作成）第１１７条 〔読替無し〕 

第７２条 取得又は権利等を設定した土地の境界を明らかにするため、土地改良法施行令（昭和２４年政

令第２９５号）第６７条、土地改良財産取扱規則（昭和３４年６月１９日農林省訓令第２３号）第２４条

の２、「別記３」境界標識の様式及び設置要領に基づき用地境界杭を設置するものとする。 
なお、調査職員の指示により、境界杭の長さが 100ｃｍ以内の杭及び金属鋲等を使用することができるも

のとする。 
２ 前項により用地境界杭を設置したときは、「用地境界標識設置図」及び「境界杭設置調書」を作成する

ものとする。 
 
第５章 登記資料収集整理等 
 
（登記資料収集整理）第７３条～（責  務）第７６条〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第６章 建物等の調査 
 
第１節 調 査 
 
（建物等の調査）第７７条～（石綿）第８９条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第２節 調査書等の作成 
 
（建物等の配置図の作成）第９０条～（石綿）第１０１条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第３節 算  定 
 
（移転先の検討）第１０２条～（立竹木等）第１１３条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第７章 営業その他の調査 
 
第１節 調  査 
 
（営業その他の調査）第１１４条～（動産に関する調査）第１１７条 〔読替無し〕 
 
                                第２節 調査書の作成 
 
（調査書の作成）第１１８条 〔読替無し〕 
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第３節 算  定 
 
（補償額の算定）第１１８条〔読替無し〕 
 
第８章 消費税等調査 
 
（消費税等に関する調査等）第１１９条～（補償の要否の判定等）第１２１条 〔「調査職員」以外読替無

し〕 
 
第９章 予備調査 
 
第１節 調  査 
 
（予備調査）第１２２条～（機械設備等調査）第１２６条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第２節 調査書等の作成 
 
（企業概要書）第１２７条 ～（移転計画案の作成）第１３０条 〔読替無し〕 
 
第３節 算  定 
 
（補償概算額の算定）第１３１条 〔読替無し〕 
 
第１０章 移転工法案の検討 
 
第１節 調  査 
 
（移転工法案の検討）第１３２条～（敷地使用実態の調査）第１３４条〔読替無し〕 
 
第２節 調査書等の作成 
 
（企業概要書）第１３５条～（補償額の比較）第１３７条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第１１章 再算定業務 

 
第３節 算  定 
 
（補償額の算定）第１１９条〔読替無し〕 
 
第８章 消費税等調査 
 
（消費税等に関する調査等）第１２０条～（補償の要否の判定等）第１２２条 〔「調査職員」以外読替無

し〕 
 
第９章 予備調査 
 
第１節 調  査 
 
（予備調査）第１２３条～（機械設備等調査）第１２７条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第２節 調査書等の作成 
 
（企業概要書）第１２８条 ～（移転計画案の作成）第１３１条 〔読替無し〕 
 
第３節 算  定 
 
（補償概算額の算定）第１３２条 〔読替無し〕 
 
第１０章 移転工法案の検討 
 
第１節 調  査 
 
（移転工法案の検討）第１３３条～（敷地使用実態の調査）第１３５条〔読替無し〕 
 
第２節 調査書等の作成 
 
（企業概要書）第１３６条～（補償額の比較）第１３８条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第１１章 再算定業務 
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（再算定業務）第１３８条～（再算定の方法）第１３９条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第１２章 土地評価 
 
（土地評価）第１４０条～（残地等に関する損失の補償額の算定）第１４５条〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第１３章 補償説明 
 
（補償説明）第１４６条～（説明後の措置）第１５１条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第１４章 地盤変動影響調査等 
 
第１節 調査 
 
（地盤変動影響調査）第１５２条～（費用負担の要否の検討）第１５４条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
第２節 算定 
 
（費用負担額の算定）第１５５条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第１５章 費用負担の説明 
 
（費用負担の説明）第１５６条～（説明後の措置）第１６１条〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第１６章 騒音等調査 
 
（騒音等調査）第１６２条、（調査の方法）第１６３条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第１７章 事業認定申請図書等の作成 
 
（事業認定申請図書等の作成）第１６４条～（事業認定申請図書の作成方法）第１６９条 〔「調査職員」

以外読替無し〕 
 
（事前審査用資料の作成方法）第１７０条～（本申請図書の作成）第１７２条 相談を事前審査に読み替

える 

 
（再算定業務）第１３９条～（再算定の方法）第１４０条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第１２章 土地評価 
 
（土地評価）第１４１条～（残地等に関する損失の補償額の算定）第１４６条〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第１３章 補償説明 
 
（補償説明）第１４７条～（説明後の措置）第１５２条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第１４章 地盤変動影響調査等 
 
第１節 調査 
 
（地盤変動影響調査）第１５３条～（費用負担の要否の検討）第１５５条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
第２節 算定 
 
（費用負担額の算定）第１５６条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第１５章 費用負担の説明 
 
（費用負担の説明）第１５７条～（説明後の措置）第１６２条〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第１６章 騒音等調査 
 
（騒音等調査）第１６３条、（調査の方法）第１６４条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第１７章 事業認定申請図書等の作成 
 
（事業認定申請図書等の作成）第１６５条～（事業認定申請図書の作成方法）第１７０条 〔「調査職員」

以外読替無し〕 
 
（事前審査用資料の作成方法）第１７１条～（本申請図書の作成）第１７３条 相談を事前審査に読み替

える 
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（裁決申請図書の作成）第１７３条～（明渡裁決申立図書の作成方法）第１７６条〔読替無し〕 
 
第１８章 物件調書の作成 
 
（物件調書の作成）第１７７条〔読替無し〕 
 
第１９章 保安林解除等申請図書の作成 
 
（保安林解除等申請図書の作成）第１７８条～（保安林解除等申請図書の作成方法）第１８１条〔読替無

し〕 
 
第２０章 完了図書の作成 
 
（完了図書の作成） 
第１８２条 完了図書の作成とは、県営事業の完了に伴い必要となる工事完了届の事業成績書を構成する

図書を作成することをいう。 
２ 以下の３及び４以外の事業における完了図書については、次の各号に掲げる調書等を作成するものと

する。 
（１）～（３）〔読替無し〕 
３ 地すべり対策事業の完了図書については、次の各号に掲げる調書等を作成するものとする。 
（１）～（３）〔読替無し〕 
４ 海岸保全事業の完了図書については、次の各号に掲げる調書等を作成するものとする。 
 （１）～（３）〔読替無し〕 
 
（現地踏査） 
第１８３条 〔読替無し〕 
 
（完了図書の作成方法） 
第１８４条 県営土地改良業等の完了図書は、設計図書に基づき作成するものとし、これに記載の無い細

部事項等については、調査職員の指示により作成するものとする。 
２ 県営地すべり対策事業の完了図書は、前項に準じて作成するものとする。 
３ 県営海岸保全事業の完了図書は、前項に準じて作成するものとする。 
 
第２１章 内水面漁業権等調査 

 
（裁決申請図書の作成）第１７４条～（明渡裁決申立図書の作成方法）第１７７条〔読替無し〕 
 
第１８章 物件調書の作成 
 
（物件調書の作成）第１７８条〔読替無し〕 
 
第１９章 保安林解除等申請図書の作成 
 
（保安林解除等申請図書の作成）第１７９条～（保安林解除等申請図書の作成方法）第１８２条〔読替無

し〕 
 
第２０章 完了図書の作成 
 
（完了図書の作成） 
第１８３条 完了図書の作成とは、県営事業の完了に伴い必要となる工事完了届の事業成績書を構成する

図書を作成することをいう。 
２ 以下の３及び４以外の事業における完了図書については、次の各号に掲げる調書等を作成するものと

する。 
（１）～（３）〔読替無し〕 
３ 地すべり対策事業の完了図書については、次の各号に掲げる調書等を作成するものとする。 
（１）～（３）〔読替無し〕 
４ 海岸保全事業の完了図書については、次の各号に掲げる調書等を作成するものとする。 
 （１）～（３）〔読替無し〕 
 
（現地踏査） 
第１８４条 〔読替無し〕 
 
（完了図書の作成方法） 
第１８５条 県営土地改良業等の完了図書は、設計図書に基づき作成するものとし、これに記載の無い細

部事項等については、調査職員の指示により作成するものとする。 
２ 県営地すべり対策事業の完了図書は、前項に準じて作成するものとする。 
３ 県営海岸保全事業の完了図書は、前項に準じて作成するものとする。 
 
第２１章 内水面漁業権等調査 
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（内水面漁業権等調査）第１８５条～（調査の方法）第１８６条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第２２章 阻害要因の調査及び処理方針の作成 
 
（阻害要因の調査及び処理方針の作成）第１８７条～（用地補償処理計画（案）の作成）第１９５条〔読

替無し〕 
 
第２３章 写真台帳の作成 
 
（写真台帳の作成）第１９６条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
 

用地調査等共通仕様書「様式」 
 
様式第１号～第２５号〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
 

用地調査等共通仕様書の別記関係 
 
「別記１」～「別記２」〔読替無し〕 
 
「別記３」 
 
１ 様 式 
（１）境界標識は宮城県型（１２ｃｍ×１２ｃｍ）角で長さ１００ｃｍの鉄筋コンクリート杭のものを標

準とし、杭の頭部中心に「＋」、側面には「宮城県」と刻印の表示をする。 
ただし、財産である土地の地形・周辺土地の地形等を考慮して、境界標識の大きさを上部９ｃｍ角以上の

規格のものを定めることができる。 
（２）、（３）読替無し 
（４）見取り図は下記のとおりである。 
 
２ 設置要領  
（１）「農林水産省」を「宮城県」へと読替え。 
（２）～（５）〔読替無し〕 

 
（内水面漁業権等調査）第１８６条～（調査の方法）第１８７条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
第２２章 阻害要因の調査及び処理方針の作成 
 
（阻害要因の調査及び処理方針の作成）第１８８条～（用地補償処理計画（案）の作成）第１９６条〔読

替無し〕 
 
第２３章 写真台帳の作成 
 
（写真台帳の作成）第１９７条 〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
 

用地調査等共通仕様書「様式」 
 
様式第１号～第３１号〔「調査職員」以外読替無し〕 
 
 

用地調査等共通仕様書の別記関係 
 
「別記１」～「別記２」〔読替無し〕 
 
「別記３」 
 
１ 様 式 
（１）境界標識は宮城県型（１２ｃｍ×１２ｃｍ）角で長さ１００ｃｍの鉄筋コンクリート杭のものを標

準とし、杭の頭部中心に「＋」、側面には「宮城県」と刻印の表示をする。 
ただし、財産である土地の地形・周辺土地の地形等を考慮して、境界標識の大きさを上部９ｃｍ角以上の

規格のものを定めることができる。 
（２）、（３）読替無し 
（４）見取り図は下記のとおりである。 
 
２ 設置要領  
（１）「農林水産省」を「宮城県」へと読替え。 
（２）～（５）〔読替無し〕 
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「別記４」〔読替無し〕 

 
「別記５」 
第１条～第 34 条〔読替無し〕 
別添記載例  
「東京度千代田区霞が関一丁目２番１号 農林水産大臣 ○○ ○○」を「宮城県仙台市青葉区本町３丁

目８番１号 宮城県知事 ○○ ○○」へと読替え。 
「農林水産大臣」を「宮城県」へと読替え。 

 
「別記６」〔読替無し〕 

 
「別記７」 
（目 的） 
第１条 この要領は、宮城県所管の県営土地改良事業及び県営地すべり対策事業「以下「事業」という。）

の実施に伴う内水面漁業権等の調査に関する基本的事項を定め、調査の円滑、かつ、適正な実施に資する

ことを目的とする。 
 

（調査基準）第２条～（報告書の作成）第９条〔読替無し〕 

 
「別記４」〔読替無し〕 

 
「別記５」 
第１条～第 34 条〔読替無し〕 
別添記載例  
「東京度千代田区霞が関一丁目２番１号 農林水産大臣 ○○ ○○」を「宮城県仙台市青葉区本庁３丁

目８番１号 宮城県知事 ○○ ○○」へと読替え。 
「農林水産大臣」を「宮城県」へと読替え。 

 
「別記６」〔読替無し〕 

 
「別記７」 
（目 的） 
第１条 この要領は、宮城県所管の県営土地改良事業及び県営地すべり対策事業「以下「事業」という。）

の実施に伴う内水面漁業権等の調査に関する基本的事項を定め、調査の円滑、かつ、適正な実施に資する

ことを目的とする。 
 

（調査基準）第２条～（報告書の作成）第９条〔読替無し〕 


